










視野に入れている。 
和田ら（2012）は、福岡市のゲーム産業クラスタ

ーの存在を認めつつも、活発な地域内取引による労

働市場形成には到達していないと指摘している。ゲ

ーム産業のより詳細な実態調査によってバリューチ

ェーンを解明するとともに、クラスター戦略を推進

しなければならない。 
 

６．２．「グローバル創業・雇用創出特区」の重点政策と

して 

(1)インセンティブの向上 

就業構造基本調査（2012 年）によると、福岡市の

情報通信業就業者の平均年齢は、37.1 歳であり、福

岡市 20 業種のなかで 2 番目に低くなっている。先に

比較した政令指定都市と東京都区部の同業種のなか

でも、大阪市に次いで 2 番目に低い（表 4）。福岡市

の ICT 産業には、他業種、他都市と比較して、若手

人材が相対的に多いという特徴がある。 
一方、「特定サービス業実態調査」において、2008

年まで公開されていた政令指定都市単位での営業費

用データによって、ソフトウェア業従業者一人当た

りの給与を比較したところ、福岡市は 3 大都市圏の

都市と比較して見劣りしている（表 4）。福岡市の消

費者物価や賃貸住宅家賃などの生活コストは、全国

的に低い水準にある18)ことと、従業者の年齢の若さ

を鑑みれば、当然の結果かもしれない。しかし、福

岡市の ICT 産業のさらなる発展の原動力となり得る

インセンティブの向上のためには、克服するべき課

題の一つとして認識するべきであろう。 
(2)スタートアップの実態把握 

福岡市の新規開業率は 7.0%（2014 年）であり、

政令指定都市および東京都区部のなかで最も高い。

起業者に占める若者（25 歳～34 歳）の割合も、12.3％
（2012 年）と最も高い。若者起業者には ICT 産業従

事者も多く含まれるはずである。さらに、東京を主

に、外部から福岡市に「移住」し起業するケースも

増えてきている19)。地方創生による中央から地方へ

の人の流れとみることもできるが、これらの実態は

統計で明らかにされていない。 
福岡市は、2014 年に「グローバル創業・雇用創出

特区」として国家戦略特区に指定された。ここで福

岡市は、開業率を倍増させる目標を掲げている。し

かし、現段階では、ICT 産業への個別支援策は見当

たらない。事業所数、従業者数の特化係数の高さか

らみて、福岡市の ICT 産業の開業率は高いと想定さ

れる。福岡市はまず、業種別の開業率を独自に調査

し、ICT 産業について、外部からの人材誘致も視野

に入れながら、重点的に開業率を増加させる産業と

して位置づけるべきである。 
(3)ベンチャーへの経済的支援 

福岡市が企業立地を促進するために制定している

立地交付金制度においては、システム LSI の設計、

半導体に関する研究開発、情報通信・自動車・ロボ

ット等に関する研究開発、デジタルコンテンツの制

作、ナノテクノロジー関連の研究開発、コールセン

ター、情報処理サービス業等の「知識創造型産業」

が対象となっている。交付金は、指定地域への新設・

移転による土地取得と設備投資には最大 30 億円支

給される。建物賃借の場合でも、最大 7,500 万円の

支給を受けることができるが、100 ㎡以上の規模、5
年以上の事業継続、常用雇用者の雇用義務などの要

件がある。小さなスタートアップに対するこれとは

異なる次元の支援も必要であろう。 
松田（2014）は、国による大学発ベンチャー創出

の政策が打ち出されてから 13年間に 2,000社以上設

立されたが、世界を狙えるような企業は少ないと指

摘している。この状況を打破するためには、「教育・

研究⇒成果の事業化⇒大学発ベンチャー⇒IPO と

M&A⇒キャピタルゲインの財務貢献⇒教育・研究へ

投資」というエコシステムの構築が必要だと主張し

ている。 
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国は 2014 年「産業競争力強化法」を施行し、国立

大学によるベンチャー企業への出資を可能とした。

これを受け、大阪大学は政府と民間から 120 億円調

達し、大阪大学の研究成果を活かしたベンチャー企

業への投資を予定している。九州大学も民間と共同

で 30 億円規模の投資ファンドを設立し、創業支援に

乗り出そうとしている。 
また、みずほ銀行は、IPO を目指す有望企業 400

社を選び、すでに 100 億円を投資している。民間の

プロの「目利き」による有望企業の選定と支援によ

るベンチャー育成を、福岡市でも推進しなければな

らない。国の「地方創生 IT 利活用促進プラン」にお

いて創設予定の「地域 IT スタートアップファンド」

の活用策についても検討すべきである。 
(4)新しいスタイルのインキュベーション 

福岡市天神地区では、今後 10 年間で同地区の延べ

床面積を 1.7 倍に拡大する建て替え計画が「天神ビ

ッグバンプロジェクト」の名のもとで進められてい

る。主に大企業のために、最新設備を備えたグレー

ド A オフィスの供給が想定されるが、ベンチャー企

業が安価で入居できるスペースの提供も望まれる。

福岡市は、すでに博多駅前、シーサイドももち地区、

アイランドシティ地区にてインキュベーション施設

を運営している。天神地区にも魅力あるインキュベ

ーション施設を整備できれば、大企業とベンチャー

企業の連携によるイノベーション創出は拡大するで

あろう。 
東京圏では、既存オフィスビルを改装し、シェア

オフィスとサービスアパートを融合させた HIVE 
TOKYO（NTT 都市開発・東京九段）、試作品をすぐ

に作ることができる「ファクトリー」を備えた KOIL
（三井不動産・千葉柏の葉）といったインキュベー

ション施設が誕生している。天神地区においても民

間の力を取り入れながら、魅力あるベンチャー企業

の拠点を形成しなければならない。 
 
７．おわりに 

 本稿では、県民経済計算にもとづく生産額の分析を

もとに、基盤産業という観点から、福岡市の産業特

性を解明してきた。その結果、福岡市の卸売業は、

いまだ基盤産業として優位性を有するものの、その

成長性の限界性も明らかとなった。 

福岡市における卸売業に次ぐ基盤産業は、情報通

信業である。ICT 産業を形成する情報サービス、映

像・文字情報制作業および通信業を他都市と比較す

ることで、それらの課題と可能性を明らかにするこ

とができた。福岡市の ICT 産業の国際的な評価につ

いては、その評価手法も含めた検討を要するため、

本稿では今後の課題として記しておきたい。 
福岡市は、時間をかけて強固な ICT 産業の基盤を

形成してきた。福岡市の ICT 産業に従事する人材は

若い。彼らの成長にともない、福岡市の ICT 産業の

さらなる発展を期待できる。 
福岡市は、民間企業と連携しつつ、「グローバル創

業・雇用創出特区」の重点政策メニューとして、ICT
産業の若手従事者への支援を長期的な観点から進め

なければならない。その方策は、①ICT 産業のスタ

ートアップの実態把握を進め、②ICT 産業ベンチャ

ーへの経済的支援を促進し、③ベンチャーと大手企

業のマッチングによるイノベーション創出・グロー

バル展開を誘発し、④より高い付加価値の実現によ

る ICT 産業のインセンティブ向上、といったサイク

ルを生み出す戦略を実行することにある。とくに、

すでにクラスターの形成途上にあり、グローバルな

展開をはじめたゲーム産業への期待は大きい。 
ICT 産業のイノベーション創出とグローバル展開

は、産業集積の高度化と生産性の向上をもたらし、

卸売業に代わる福岡市第 1 の基盤産業へ移行させる

ことになろう。 
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注釈 

1）情報処理および情報通信、つまり、コンピュータ

やネットワークに関連する諸分野における（http:

24 コーディネーターによる住民参加支援福岡市の産業特性とポテンシャル



//www.sophia-it.com/content/ICT）産業である。本

稿では、日本標準産業分類「G 情報通信業」の中

分類「39 情報サービス業」（小分類は「ソフトウ

ェア業」および「情報処理・提供サービス業」）「4

0 インターネット附随サービス業」「41 映像・音

声・文字情報制作業」および「37 通信業」を対象

とし、「38 放送業」は含まない。なお、県民経済

計算による「通信業」の生産額に「49 郵便業」が

含まれるため、各種分析においてはこれに倣った。 

2）①広告、②建築設計、③工芸、美術・骨董品、生

活文化、④デザイン、⑤映画・映像・写真、⑥音

楽、⑦舞台芸術、⑧芸術家、学術・文化団体、⑨

出版、⑩コンピュータ・ソフトウェア、⑪テレビ・

ラジオを構成する 56 業種（小分類）を創造産

業と定義。 

3）①動画、②音楽・音声、③静止画・テキストを構

成する 14 業種（中分類）および④ゲームを構成

する特定サービス産業実態調査におけるゲーム

ソフト業務をコンテンツ産業と定義。 

4）①開発研究、②ソフトウェア等制作、③マス・メ

ディア、④対事業所サービス、⑤個人生活支援サ

ービスを構成する 32 業種（中分類）を知識産業

と定義。これらのなかで、ソフトウェア業の従業

者の占める割合が最も高い。 

5）大友（1982）は、「純粋な経済基盤を推計するに

は、所得、生産額、あるいは付加価値額を用いる

ほうが適当と考えられる。しかし、統計利用上の

制約で、一般には就業者数が用いられている。」 

と指摘している。 

6）2004 年、2006 年事業所・企業統計調査において

も情報通信業のデータは得られるものの、経済セ

ンサスにて調査方法に変更が生じたため、本稿で

は採用しなかった。 

7）県民経済計算における経済活動別分類では、郵便

業は経済センサス「H 運輸業・郵便業」から切り

離され、情報通信業の通信業に算入される。物品

賃貸業は経済センサス「K 不動産業・物品賃貸業」

から切り離され、サービス業に算入される。本稿

では、経済センサスにおける事業所数と従業者数

を県民経済計算の分類に合致するように数値を 

補正した。 

8）卸売・小売業と情報通信業は、生産額における特

化係数が最も大きい福岡市の主たる基盤産業で

ある考えられるため、これらの産業の中分類でさ

らに分析した。なお、サービス業についても基盤

産業である可能性はあるが、県民経済計算での中

分類にあたる公共サービス業、対事業所サービス

業、対個人サービス業に対応する事業所数、従業

者数を経済センサスから特定できなかったため

採用しなかった。また、政府サービスについては

すべての分析から除外した。 

9）事業所数は、産業によって事業所規模が異なるた

め、構成比の比較からは除外した。 

10） 経済センサスによる付加価値額を用いた経済基盤

活動分析については、総務省統計局「統計トピッ

クス No.75 経済センサスでみる 12 大都市の産業

特性と主要産業－平成 24 年経済センサス‐活動

調査の分析事例②〔地域分析〕－【12 大都市の主

要産業】（BN 分析手を用いた分析）」 

（http://www.stat.go.jp/data/e-census/topics/topi751.

htm）を参照。 

11） サービス業を一つの産業として分析した結果であ

る。公共サービス業、対事業所サービス業、対個

人サービス業に分割した場合、対事業所サービス

業（広告業、業務用物品賃貸業、自動車・機械修

理、その他の対事業所サービス業）の生産額特化

係数は 1.6 と他の 2 つと比して高い。しかし本稿

では、対事業所サービス業の従業者数をもとに生

産性を試算することができなかったため、基盤産

業としての強みの評価には至っていない。 

12） ソニーセミコンダクタ㈱として 2013 年 3 月まで

福岡市早良区百道浜に本社を立地した後、主力工

場の所在地である熊本県菊陽町の熊本テクノロジ

ーセンター内に移転した。 

13） エクス・ツールス㈱（廃業）、㈱アットマアク（廃

業）、㈱システムソフト（東京へ本社移転）、㈱ペ

ンシル（存続）、㈱リバーヒルソフト（買収後廃業）

の 5 社。㈱リバーヒルソフトから独立した㈱レベ

ルファイブは国内有数のゲームソフト企業へと

成長している。 
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14） 東京については 23 区を対象とすべきであるが、

23 区の県内総生産は公表されていないため、東京

都のデータを採用した。 

15） 政令指定都市にて名古屋市のみ情報通信業の中分

類での生産額を公表していないため、情報通信業

の全国値による中分類の比率を案分して推計した。 

16） 映像情報制作・配給業、音声情報制作業、映像・

音声・文字情報制作に附帯するサービス業につい

ては当初より全国データのみ公表されている。 

17） 特定サービス産業実態調査によれば、2006 年から

2008 年の間のゲーム系企業数の増加は、福岡市で

は 9 社から 12 社（33％増）であり、全国では 245

社から 271 社（10％増）であった。なお、2009

年以降、ソフトウェア業の業種別の統計は公開さ

れていない。 

18） たとえば、福岡市の民間賃貸住宅の平均賃料（2014

年）は、東京 23 区の半分以下である。家賃を除

く平均消費者物価地域差指数(2013 年)は、47 都道

府県庁所在市で 5 番目に低い。 

19） 福岡市によって運営される情報サイト「#（ハッ

シュ）FUKUOKA」では、福岡市に移住しスター

トアップした人材のコメントを配信し、移住を促

進している。（http://hash.city.fukuoka.lg.jp/#ijuu）

また、2010 年時点と比較して、2014 年末時点で

東京都から約 2,300 人福岡市に移住したと推計さ

れる（久保 2015c）。 
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